
平成２６年度　政府予算案（大阪府住宅まちづくり部関係）の決定内容
平成26年2月21日
大阪府
※ １月３１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	災害に強い国土・地域づくりの着実な推進

１．「地震時等に著しく危険な密集市街地」の整備の促進

(1) 密集市街地内の都市計画道路の整備

・国土強靭化など防災・減災に関する計画
に明確に位置づけ
・通常の道路整備の枠組みにとらわれない
別枠での予算確保、補助率のかさ上げなどを行う助成制度の創設等

(2) 密集市街地の不燃化促進

・不燃化にかかる工事費の一部を所得税か
ら控除する、建物所有者の自発的な建替えを促進する税制の導入

	◆予算項目以外の状況
・密集市街地の整備等が国土強靭化政策大綱に位置づけ
　ただし、制度創設・補助率のかさ上げ等については、要望が反映されていない
・道路整備については、住宅市街地総合整備事業（関連公共施設整備）の活用など別枠での予算確保を協議中

	

	２．住宅・建築物の耐震化

・緊急支援事業の復活等

	◆予算項目以外の状況
・緊急支援事業の復活等については、要望が反映されていない

	

	３．社会資本整備総合交付金制度等の
充実強化

(1) 財源の確保と適正な配分
・本府事業及び市町村事業が安定的かつ確
実に実施できるよう必要額の配分

	地方向け補助金等公共事業関係予算　国土交通省
○社会資本整備総合交付金（通常分）〔全〕１兆　　５５８億円

　　　　　　　　　　　　（Ｈ２５：〔全〕　　９，０３１億円）

○防災・安全交付金　　　　　　　 〔全〕１兆２，２２７億円

　　　　　　　　　　　　（Ｈ２５：〔全〕1兆　　４６０億円）

○地域居住機能再生推進事業　　　　　　　〔全〕　250億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ２５：〔全〕　―　）

	　〔全〕９，１２４億円
〔全〕1兆　８４１億円

　　　〔全〕１４０億円
	

	(2) 公営住宅に係る制度の充実

・耐震改修や用途廃止などに伴う移転先住
宅のエレベーター設置事業や、住戸内及び団地敷地内の段差解消等についても、「防災・安全交付金」の活用が可能となるよう、必要な措置

	◆予算項目以外の状況

・「防災・安全交付金」の活用については、要望が反映されていない
　継続して国へ働きかけていく

	

	活力と魅力ある都市空間の創造
１．うめきた地区の大規模再整備の推進

・企業版エンジェル税制導入など、特区制
度に基づく特例措置の実現

・ＪＲ東海道支線の地下化や新駅の設置な
どの基盤整備、防災機能を備えた大規模な緑地整備を円滑に進めるための補助制度の拡充・新設

・鉄道・運輸機構所有地の更地化後、民間開発の着手までの間、土地を一定期間保有するための、土地取得の方策、仕組みの構築


	◆概算要求の状況　国土交通省
・地下化・新駅設置などの基盤整備、防災機能を備えた大規模な緑地整備を円滑に進めるための事業費の確保・補助制度について、一定予算措置の拡充がされている
◆予算項目以外の状況　内閣府、国土交通省
・鉄道・運輸機構所有地の更地化後の土地を一時期間保有する制度の創設について、現在、国において、現行法制度の枠組みでの対応について検討が進められている

	

	２．鉄道ネットワークの充実・強化

・大阪都市圏の鉄道ネットワークの充実・
強化

	◆予算項目以外の状況
・「グランドデザイン・大阪」に掲げた都心部の機能強化や、発展が期待されるベイエリアと都心部との連携については、実現化に向けた調査を実施中

	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	３．日本の玄関口「りんくうタウン」の
活性化

(1) クールジャパンフロントのまちづくりの推進

・まちを開発・運営する企業グループへの
リスクマネーの供給
・プロデューサー人材派遣事業の本プロジ
ェクトへの適用等

	◆予算項目以外の状況

・H25.11月に発足した海外需要開拓支援機構（クールジャパン機構）によるリスクマネーの供給（ファンド投資）など、企業によるコンテンツや地域産品などの海外展開を支援する施策が打ち出されている。現在、民間企業がりんくうタウンにおけるクールジャパンフロントのまちづくり事業についても、海外需要開拓支援機構（クールジャパン機構）によるファンド投資の対象となるよう働きかけを行って、府も後方支援している
　　　　クールジャパン機構によるファンド投資　　Ｈ２６年度予算額　３００億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ２５年度　５００億円）

・クールジャパンフロントのまちづくり事業について、地元企業等による地域コンソーシアムがプロデューサー人材派遣事業の採択（７月）を受けている

	

	(2) 地域冷暖房システムの改善

・現行の料金認可制度に係る法改正（総括
原価方式の算定根拠の見直しや情報公開制度の導入、料金の自由化等）
・既存の導入地域を含めた設備投資､維持管理、利用料金等に対する補助制度の創設等

	◆予算項目以外の状況

・国の「まちづくりと一体となった熱エネルギーの有効利用に関する研究会」中間とりまとめ（H23.8月）において、「柔軟な料金設定を可能とする仕組みの検討」が論点として挙げられており、これを受けて、国においては、熱供給事業に関する課題について、熱供給事業法自身の改正も視野に入れ検討中
	

	４．コミュニティ再生機構（ＣＩＤ組織）の提案

　～自律的PPP組織による泉北ニュータウンの再生～

・準自治体的な役割を担うPPP組織（CID組織）に係る必要な制度設計、財政的支援

　　－公共資産管理、都市計画の権限の付与
　　－公的資産を譲り受け、事業を実施するための資金確保等

	◆予算項目以外の状況

・自立的PPP組織設立に必要な制度設計、財政的支援について、要望が反映されていない
　継続して国へ働きかけていく

	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
1　／　2

